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1 　はじめに 

　我が国は食料の多くを諸外国に依存しており、

最近の食料自給率は熱量ベースで４０％１）程度と

なっている。これら輸入食品に対しては、残留農

薬・食品添加物を中心に消費者の不安・関心が高

く、また、近年、内分泌攪乱化学物質（環境ホル

モン様物質）による環境汚染が社会的な問題とな

っており、食品に対する汚染も懸念されている。 

　このような状況下、科学的なデータに基づき輸

入食品の安全性を評価・検討することは、食品衛

生行政推進の観点から非常に重要な課題であり、

当所においては、平成１１～１３年度の３年計画

で、輸入農産物の安全性に関する調査を実施した。 

今回、過去３年間に実施した試験結果を取りまと

めたので報告する。 

2 　調査方法 

１） 試料の選定 

　鳥取・倉吉・米子保健所において試料採取時期

に、輸出入情報１）を参考に輸入農産物の流通調査

を行い、この結果から輸出（原産）国等を勘案の

うえ、比較的流通量の多い輸入果実を中心に、幅

広く試験対象品目を選定した。これら試料の品名・

輸出国等をTable１に示した。 

２） 試験内容 

　試験は残留性が極めて高く、また、内分泌撹乱

化学物質として疑われている有機塩素系農薬のう

ち、BHC（α‐BHC、β‐BHC、γ‐BHC、δ

‐BHC）、DDT類（op'-DDT、pp'-DDT、op'-DDE、

pp'-DDE、op'-DDD、pp'-DDD）、ジコホール（ケ

ルセン）、アルドリン、エンドリン、ディルドリ

ン及びエンドスルファン（エンドスルファン‐α、

エンドスルファン‐β、エンドスルファンスルファ 
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ート）の７物質（異性体も含めると17成分）を分析対象

とした（Fig.１）。 

３）　試験方法 

　試験操作は、食品衛生法第7条に基づく食品添加

物等の規格基準検査法（厚生省告示法）及び「農薬

の残留分析法（農薬残留分析法研究班編集）エンド

スルファン分析法」等に準拠した方法により実施した2）。 

Scheme１に分析法のフローを示した。 

　なお、実際の試験操作にあたっては、農薬の残留実

態を広く捕らえる観点から、可食部以外も含む試料全

体を検査対象とし、多成分一斉分析法により残留農

薬の定性・定量を行った。 
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４）　分析測定機器 

（１）　ガスクロマトグラフ 

　HEWLETTPACKARD社製HP-6890（ECD） 

　使用カラム・・・HP-１、HP-５、HP-1701、DB-１７ 

　㈱日立製作所社製G-3000（ECD） 

　使用カラム・・・DB-１ 

（２）　ガスクロマトグラフ－質量分析計 

　日本電子㈱製JMS-AX505WA 

　使用カラム・・・DB-５、DB-１３０１ 

５） 定量限界値の設定 

　本調査は、輸入農産物の環境ホルモン様物質（有

機塩素系農薬）残留実態を把握することが目的であり、 

極微量な農薬成分の検出が求められる。今回実施し

た試験法では、ガスクロマトグラフにより農薬成分の定

量を行うため、ECD-GCの装置検出下限（IDL）及び

試料濃縮率等を考慮してTable２のとおり定量限界値

を設定した。 

 

３　調査結果 

１）　流通調査結果 

　鳥取県内を流通する野菜は、かぼちゃが最も多く半 

分以上を占め、続いてブロッコリー、サヤエンドウ、馬鈴薯、

玉ねぎ、アスパラガス、にんにく等である（Fig.２）。 

　果物は、バナナが最も多く半分以上を占め、続いて

グレープフルーツ、オレンジ、レモン等のかんきつ類、パ

イナップルやキウイフルーツ等である（Fig.３）。入荷はど

の果物も１年中あるが、冬季に少なく夏季に多い傾向

が見られた。穀類・豆類は、小麦粉が最も多く半数近く

を占め、続いて大豆、餅粉、麺麦、そら豆、小豆、ベビー

ライマ等である（Fig.４）。 

２）　添加回収試験結果 

　本調査で採用した試験法は、有機塩素系農薬分析 

法（厚生労働省告示法）とエンドスルファン分析法を一 

斉に実施するものでかつ、試料濃縮率も１０倍と高く設 

定しているため夾雑物の影響が懸念されることから、 

試験法の妥当性を検証する必要がある。５品目の野菜、 

 

 

 

４品目の果実、４品目の穀類・豆類を用いて添加回収

試験（ECD-GCにより定量）を実施した。試験の結果

はTable３に示す通りで概ね良好な回収率が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）　残留農薬試験結果 

　Table４に残留農薬試験結果（残留農薬が検出され 

た検体のみ）を示した。過去３年間の残留農薬検査結 

果をみると、輸入農産物２１検体から述べ２５農薬が検

出された。食品分類ごとに検体数に対する農薬検出

割合をみると、野菜が５０％（１０/２０）、果実が２５％ 
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（５/２０）、穀類・豆類が３０％（６/２０）で、検査項目数に

対する検出割合は全６０検体で５．９５％（２５/４２０）であ

った。 

検出された農薬をみると、総エンドスルファンが検出さ

れた試料が最も多く１０検体あった。このうち、アメリカ

産のセロリから0.15ｐｐｍ、メキシコ産のハネジューメロ

ンから0.22ｐｐｍと比較的高い値が検出された。 

　有機塩素系殺虫剤のエンドスルファンは別名ベ

ンゾエピンとも呼ばれ、野菜・果実等広範囲の害

虫に有効で、殺効性かつ残効性のある農薬である。

エンドスルファンは水質汚濁性農薬のため日本で

はあまり使用されないが、環境省の定めた農薬登

録保留基準では、野菜・果実におけるエンドスル

ファン残留量として0.5ｐｐｍの値が設定されている。

　その他の農薬は、ジコホールが５検体から、総

DDTが５検体から、総BHCが３検体から、ディ

ルドリンが２検体から、検出されたが、いずれも

痕跡程度の濃度であった。 

　なお、同一検体から複数の農薬を検出した農産

物は、中国産のショウガ１検体（2農薬）、アメ

リカ産のセロリ１検体（2農薬）、メキシコ産の

パンプキン１検体（2農薬）、フィリピン産のパ

イナップル１検体（2農薬）の合計４検体であった。 

 

3　まとめ及び考察 

1) 鳥取県内を流通する輸入農産物は、野菜では

　かぼちゃ、果物ではバナナ、穀類・豆類では小

　麦粉が多く、その割合はそれぞれ概ね半数を占

　めていた。 

2) 本調査で採用した残留農薬試験法の妥当性を

　添加回収試験により検証したところ、概ね良好

　な回収率が得られ、試験結果（定量値）の信頼

　性は確保されているものと判断された。 

3) 残留農薬試験結果を見ると、検体数に対する

　農薬の検出割合は35％（21/60）、分析項目数

　に対する農薬の検出割合は5.95％（25/420）で

　あった。今回検出された農薬には全て食品衛生

　法の基準はなく、環境省の定めた農薬登録保留

　基準や１日許容摂取量（ADI）と比較したが、

　すべて基準値以下であった。 

4）本調査では、環境ホルモン様物質として疑わ

　れている農薬の残留試験を実施したので、通常

　の厚生労働省告示による試験法等では不検出と

　される極微量の濃度まで検出した。 

5）環境ホルモン様物質については、内分泌攪乱

　作用の強弱やそのメカニズムについてまだ十分

　に解明されていない状況である。 

　　したがって、今回の調査で検出された環境ホ

　ルモン様物質に関しヒトに対する影響を推察す

　ることは、現時点において困難であり、本調査

　では、データ集積にとどめた。 
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